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湖底の環境改善

南湖は「琵琶湖のゆりかご」と呼ばれており、赤野井湾をはじめとする南湖
の漁場再生を図るため、魚類の回遊経路を確保するための水草除去、窪地
の埋戻し、砂地造成、ニゴロブナやホンモロコの放流および外来魚の集中駆
除等を組み合わせて実施する必要がある

推進項目の内容

①南湖漁場の再生（第15条、第16条関係）

湖底の窪地を埋め戻し、湖底の耕耘、水草除去、セタシジミ・ワタカの放流、
ヨシ帯の造成およびヨシ帯前面の覆砂により、生物の生息環境の改善を行う。

（南湖の湖底形状の一例） 水面 水深

泥化

貧酸素化
湖底
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漁場環境の整備（魚類の産卵繁殖場としての水ヨシ帯造成）

コイ科魚類の重要な産卵繁殖の場である水ヨシ帯を、水産資源が豊富で漁
業が盛んであったころの面積99ha（昭和49年）に回復させるために30haの造
成が必要であるが、このうち、H24～29年度までに7.5haを造成する

推進項目の内容

②ヨシ帯の再生（第12条、第16条関係）

魚類の産卵繁殖機能を持たせるために、奥行きを３０ｍ以上とし、琵琶湖の水位変動
に対応できるよう、ＢＳＬ（琵琶湖標準水位）マイナス３０～５０ｃｍの緩勾配で造成

造成ヨシ帯の構造概略図

草津市北山田の造成ヨシ帯施工風景

造成ヨシ帯
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③種苗の放流、在来魚の増殖対策（第16条関係）

産卵場の造成や種苗放流などの増殖対策を実施しているニゴロブナやホンモロ
コについては漁獲量に増加の兆しがあるものの、全体の漁獲量は減少している。

（ニゴロブナ）

（全体の漁獲量）

滋賀県では、水産重要種や琵琶湖の環境保全に寄与する琵琶湖固有種を放流している。
（H27実績）

①ニゴロブナ 全長 20mm        978万尾
全長120mm 79万尾

②ホンモロコ 全長 20mm 976万尾
③アユ 全長 5mm 23億尾
④セタシジミ 殻長0.3mm～0.4mm 1,190万個
⑤ビワマス 全長 60mm 73万尾
⑥ウナギ 体重50g       1トン
⑦ワタカ 全長50㎜ 37万尾

二ゴロブナ、ホンモロコ、アユ、セタシジミ等の水産資源を回復し、漁業の振
興を図る必要

推進項目の内容

・琵琶湖漁業の漁獲量の推移

・種苗の放流対策

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

S29 S34 S39 S44 S49 S54 S59 H元 H6 H11 H16 H21 H26

漁
獲

量
（
ト

ン
）

エビ等
貝類
魚類

(S63)

(H9)

(H26)

(S44)

(H17) (H26)

（ホンモロコ）

10,616(S30)

880(H26)
外来魚除く

- 3 -



ホンモロコなど在来魚介類の産卵条件に即した資源回復のあり方の検討

推進項目の内容

水位が下がって干出したホンモロコの卵 場所ごとのホンモロコ卵の干出状況(平成26年度）

ホンモロコは、産卵期の水位低下による卵の干出が漁獲量の回復の障害となって
おり、卵の干出率の低減が必要。
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④水産有害生物による被害の防止

（第13条、第14条関係）

○刺し網等による外来魚捕獲に対する経費補助 （380円/kg） 計画目標:：200トン

○オオクチバス稚魚のたも網による捕獲 計画目標：600万尾

○漁業者が捕獲した外来魚の回収と有効利用

○オオクチバス抑制管理技術開発研究(水産試験場受託研究)
「リバウンド現象」の原因の解明、未成魚に特化した駆除技術の開発

◆国庫委託事業

◆国庫補助事業

外来魚（オオクチバス、ブルーギル）の状況

水産有害生物（外来魚・カワウ）の生息量は減少傾向にあるが、これに伴い
捕獲効率の低下が起こっているため、駆除を確実に実行するための財源確
保が必要。

推進項目の内容

◆外来魚推定生息量
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カワウ生息数（春期5月調査）の推移

カワウ

◆国庫補助事業

○外来魚駆除が低調となる時期に、県が主導的に漁法・時
期を指定して行う集中駆除 計画目標：35トン

○電気ショッカーボートを活用した、産卵場に蝟集したオ
オクチバス親魚の集中駆除

○新たな外来魚の拡散防止および効率的駆除技術開発研究
今後生息域を拡大し、被害が心配されるチャネル

キャットフィッシュ、コクチバスの生息状況の把握と効
率的な駆除技術の開発

○「琵琶湖のレジャー利用の適正化に関する条例」により、
釣り上げた外来魚のリリースを禁止し、回収ボックス、回
収いけすを設置して回収

◆滋賀県単独事業

◆滋賀県単独事業

○主要営巣地におけるカワウの銃器駆除 （竹生島、安曇川、伊崎半島）

○漁場における被害防除対策 （花火による追い払い、防鳥糸等の設置、銃器捕獲）

○あゆ産卵保護水面における被害防除 （主要3河川における防鳥糸の設置）

○ 新たな営巣地におけるカワウの銃器駆除、繁殖抑制、被害防除 （大正池、奥の洲）

農政水産部は、農水省交付金（鳥獣被害防止総合対策交付金）を活用

琵琶湖環境部は、環境省補助金（生物多様性保全推進支援事業）を活用

電気ショッカーボート
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滋賀県ではナマズやフナが琵琶湖と田んぼを行き来し、産卵・繁殖をする「魚のゆりかご水田」
で栽培された米を、「魚のゆりかご水田米」として認証している。

⑤環境に配慮した農業の普及（第17条関係）

（１）魚のゆりかご水田など「豊かな生きものを育む水田づくり」の取組の推進

琵琶湖にも人にもやさしい環境に配慮した農業は通常より手間ひまがかかるが、魚の
ゆりかご水田など「豊かな生きものを育む水田づくり」や「環境こだわり農業」等の取組を
増やしていくことが、琵琶湖の環境を良くするために必要

推進項目の内容

魚のゆりかご水田取組の推移
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（２）「環境こだわり農業」の推進

環境こだわり農産物栽培面積と
化学合成農薬使用量の推移

環境こだわり農業で栽培する
近江米新品種「みずかがみ」

「環境こだわり農業」とは、農薬や化学肥料を通常の栽培の５０％以下に減らすとともに、琵琶湖をはじ
めとした周辺環境の保全のためさまざまな工夫を重ねて農作物の栽培を行う農業のこと。

厳しい栽培基準をクリアして栽培された農産物は、「環境こだわり農産物」として滋賀県が認証し、より
安全・安心な農産物として販売されている。

環境こだわり農産物をＰＲする
ポスター

「農薬使用量」は、県内への農耕地用農薬出荷量（成分換算）。前後を含む３年間の
平均で、平成12年度を100としたもの。
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○砂地造成（14,000千円）

【砂地造成の経過と年次計画】

烏丸半島

津田江

旧草津川

下笠工区ヨシ帯
２．５ｈａ

南

湖

北山田工区ヨシ帯
３．６ｈａ

琵琶湖地区
南湖工区砂地造成

１９．３ｈａ
Ｈ１９～２２

琵琶湖Ⅱ期地区
砂地造成４４ｈａ
Ｈ２２～Ｈ２９

湖沼の漁場改善技術普及推進事業(H21-23)
水産多面的機能発揮対策事業（H25-）

H22-26年度施工
３１．７ｈａ

H27年度施工
３．０ｈａ

セタシジミの漁場である南湖の砂地はS44年頃の約719haから、H元年には151haまで減少

そのため、H29年度に砂地造成(64ha)、耕耘(120ha）、残存(151ha)を合わせて

335ha(S44年の約半分)の砂地・砂泥地を確保することを目標としている

H19～H27年度までに砂地造成(54ha)、耕耘(120ha)を合わせて174haで事業実施済み

合わせてシジミ資源の培養のため、セタシジミの種苗放流稚貝1,200万個を砂地造成区域
に放流(漁業活動の復活による底質改善効果を期待)

良質砂の安定確保が課題(現在は主に永源寺ダムの堆積土を有効活用)

下笠沖工区 ：H22～29年度44ha造成（H28：4.5ha）

厚み30cmの砂地を造成 水ヨシ帯と連続した砂地を造成仔貝を放流・モニタリング

※水産多面的機能発揮対策事業(120ha)

【目的】 セタシジミの良好な漁場であった下笠沖で、泥化した湖底に覆砂し、砂地を造成する

Ｈ２８年度計画
４．５ｈａ

H28.3現在
54.0ha造成済
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予算関係資料①：湖底の環境改善関連事業
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予算関係資料②：漁場環境整備関連事業

○ヨシ帯造成（220,000千円）

コイ科魚類の重要な産卵繁殖の場である水ヨシ帯が、S49年の面積99haからH15年には68ha
まで減少したため、これを回復するためH23年度までに26.7haの水ヨシ帯を造成

また、瀬田川洗堰の水位操作により天然ヨシ帯のうち30haが産卵繁殖場としての機能を喪
失しているため、H24～29年度までに7.5haを新たに造成する

赤野井湾漁場 ：H24年度1.2ha造成（完了）

湖 北 漁 場 ：H25～26年度1.3ha造成（完了）

湖 西 漁 場 ：H26～29年度5.0ha造成（H28：造成植栽1.2ha）

魚類の産卵繁殖機能を持たせるために、奥行きを３０ｍ以上とし、琵
琶湖の水位変動に対応できるよう、ＢＳＬ（琵琶湖標準水位）マイナス
３０～５０ｃｍの緩勾配で造成

【目的】 過去にヨシ帯が広がっており、二ゴロブナが漁獲されていた漁場でヨシ帯を復元する

水ヨシ帯整備計画（H24～H29）
および過去の整備実績

野田沼漁場
A=0.3ha

下笠漁場 A=2.5ha 

南山田漁場 A=2.5ha

赤野井漁場 A=2.6ha

北山田漁場 A=3.6ha 

琵
琶
湖

びわ漁場
A=0.1ha

長命寺漁場 A=1.5ha

牧・野田・大房漁場 A=1.5ha

新旭漁場 A=3.8ha

津田江漁場 A=3.1ha

湖西漁場
A=5.0ha

湖北漁場 A=1.3ha

赤野井湾漁場
A=1.2ha

丁野木漁場
A=4.0ha 

完了

H26～H29

完了

H2８.３現在
３０．４ha造成済

造成ヨシ帯の構造概略図

　水ヨシ帯造成の経過と年次計画

面積 累計

(ha) (ha)

S54～H23 26.7

H24 赤野井湾 守山市赤野井湾 1.2 27.9

H25－H26 湖北 長浜市塩津湾 1.3 29.2

H26-H27※ 湖西 高島市新旭町深溝 1.2 30.4

H27 湖西 高島市新旭町針江 1.3 31.7

H28 湖西 高島市新旭町針江 1.2 32.9

H29 湖西 高島市新旭町針江 1.3 34.2

※うち植栽工0.6haはH27年度施工

（～琵琶湖地区まで）

年度 工区名 造成場所

(繰越)
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漁獲量増大に向けてのこれまでの取り組み

北湖水域（現在の主要な漁場）
南湖水域

・重要水産資源の種苗放流
・資源管理型漁業の推進
・ヨシ帯の整備

・外来魚の積極的駆除
・湖底耕耘（水草根こそぎ除去）による
湖底環境の改善
・砂地造成
・環境改善とあわせた種苗放流

増えてきた親魚を利用した再生産の場（河川、
内湖・浅場、湖岸（ヨシ帯等）の整備や操業の
支障となる湖中ゴミの除去が必要

・ホンモロコ・ニゴロブナ資源・漁獲の回復
・アユ産卵量の回復

・天然再生産の増加による水産資源の増大
・湖中ゴミ等の除去による漁場の改善・拡大

・十数年ぶりにホンモロコの産卵確認
・南湖のエリでホンモロコが漁獲

・取り組み強化による漁場環境の改善
・種苗放流による水産資源の回復
・漁業の再生

琵琶湖全体の漁獲量増大

１，６００トン（滋賀県農業・水産業基本計画Ｈ３２目標値）

これまでの実証事業の効果をもとに、
水草除去による環境改善の強化や
種苗放流などの取り組みが必要

琵琶湖漁獲量（外来魚を除く）

871トン（H25）※ほぼ北湖での漁獲

予算関係資料③：「琵琶湖漁業再生ステップアップ」プロジェクト（63,866千円）

※水産庁の水産多面的機能発揮対策事業を活用して実施

２．北湖水域における産卵繁殖場
の機能改善

○水産資源の産卵繁殖場である河川、
内湖、浅場、湖岸、ヨシ帯等の機能
保全・改善

１．南湖再生ステップアップ

○産卵繁殖場・漁場の最重要拠点で
ある赤野井湾の漁業再生

○南湖の水草除去による漁場環境
改善と種苗放流

琵琶湖漁業再生へのステップアップ

成 果
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事 業 名 栽培基本計
画(H33)

事業費 県 県漁連 振興協会 国

ニゴロブナ
20mm 600万尾
120mm 60万尾

1,200万尾
120万尾

27,496 13,748 13,748

ホンモロコ
20mm 800万尾 1,200万尾

17,356 13,017 4､339

ウナギ 50g 850kg 20g 2t 3,500 1,750 1,750

ビワマス 60mm 70万尾 70万尾 9,014 4,507 4,507

アユ
養殖親魚8t（16億尾）
天然親魚4t（8億尾）

24億尾
30,740 23,055 7,685

セタシジミ
0.3～0.4mm 1,200万個

親貝2t
1,200万尾

3,000 3,000

琵琶湖ステップアップ
（赤野井湾ﾆｺﾞﾛﾌﾞﾅ･ﾎﾝﾓﾛｺ放流）

両魚種とも仔魚2,000千万尾

（南湖ホンモロコ放流）

20mm 1,000千万尾

（ワタカ放流）

50mm 10万尾 50万尾

9,483
(3,500)

(4,040)

(1,943)

8,123
(3,500)

(4,040)

(583)

1,360

(1,360)

ゲンゴロウブナ 0尾 100万尾 －

計 100,589 67,200 13,942 18,087 1,360

予算関係資料④：平成28年度 種苗放流事業予算額(千円)
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予算関係資料⑤：有害外来魚ゼロ作戦事業 【予算額59,135千円】

【外来魚駆除促進対策事業】

①駆除促進対策事業 ②繁殖抑制対策事業

漁業者による外来魚の捕獲に対して経費の1/2を補助し、駆除の促進を図る。

事業主体：県漁連
事業費：2,400千円

（補助金1,200千円）
駆除目標量：オオクチバス稚魚

600万尾

【産卵期集中捕獲事業】
漁業者自ら電気ショッカーボートを使った外
来魚駆除の体制確立に向けた検討および電
気ショッカーボートによる捕獲効果の把握。

委託先：県漁連
事業費：6,300千円

【外来魚回収処理事業】
外来魚駆除促進対策事業で捕獲された外来
魚を回収し、魚粉原料として有効活用を図る。

事業主体：県漁連
事業費：18,780千円（補助金7,120千円）

事業主体：県漁連
事業費：76,000千円

（補助金38,000千円）
駆除目標量：200トン

【外来魚駆除フォローアップ事業】

県主導による漁法・時期を指定し
た外来魚集中駆除を実施し、確実な
駆除目標量達成を目指す。

委託先：県漁連
事業費：6,515千円
駆除目標量：35トン
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H27年度営巣地捕獲結果（単位：羽）

○ カワウ捕獲数

竹生島・葛籠尾崎

伊崎半島

水産課

鳥獣対策室・長浜市

４月

水産課

５月 ６月 ７月 ８月 ９月
H28年

連
休
・生
息
数
調
査

生
息
数
調
査

飛来地

2,300羽

6,000羽

400羽

○ 平成28年度 実施計画 (7,080羽の飛来を想定）

目標：合計6,400羽駆除

3,700羽

安曇川

水産課 鳥獣対策室 合計

竹生島 4,060 2,337 6,397

奥の洲 0 187 187

伊崎 120 0 120

大正池 0 231 231

合計 4,180 2,755 6,935

大正池

鳥獣対策室

営巣地捕獲数の推移

予算関係資料⑥：カワウ対策の取組

○ 平成28年度予算

担当部署 水産課 自然環境保全課（鳥獣対策室）

事業名

カワウ漁業被害防止対策事業

琵琶湖北部カワウ等対策事業
新規コロニー等拡大防止対策

事業
営巣地対策 飛来地対策

予算額 13,397千円 2,489千円 3,250千円 1,000千円
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○新□重琵琶湖とつながる生きもの田んぼ物語創造プロジェクト（H28～H30）   予算額   6,847 千円 
○新□重豊かな生きものを育む水田づくり出前事業      （H28～H32）   予算額 ML1,800 千円 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
「豊かな生きものを育む水田づくり懇話会」 

（学識経験者、JA、活動団体） 
 
 
 

【効果検証・構造検討】 

○現状調査 

・遡上状況調査 

・魚道状況調査 

・生きもの生息状況調査 

   (取組の現状や効果を取りまとめ、世界農業遺産

の申請基礎資料等にも活用) 

○気候変動に対応した魚道構造等の検討 

  （多様な現場状況に対応した工法の確立） 

○県内企業と連携した耐久性素材の活用 

  

 

○「（仮称）生きもの田んぼ物語推進協議会」の設立・運営支援 

  （取組農家、消費者、大学、協賛企業、農業団体等の参画） 

・ローカルルールの検討 

シンボル種と多様性指標の設定 

滋賀らしい共通名称・ロゴの検討 

・スキルアップ活動 

先進地視察、意見交換会等の開催 

・情報発信活動 

ＨＰ開設、広報誌の発行 

  

○「うみのこ」等で活用する教材（DVD）の作成 

          

○公募参加型事業、出前授業、出前講座等の開催 

○県下統一の生きもの調査の検討・普及 ML 予算 

魚のゆりかご水田など「豊かな生きものを育む水田づくり」の取組を更に県内各地に拡げ、「生きもの田んぼ物語」として支援する

ため、各種工法の効果検証とともに、取組組織のネットワーク化を進める。 

これにより、世界農業遺産の認定に向け、県独自の農業システムの中核となる住民主体となった「豊かな生きものを育む水田づく

り」の活動の輪を県全域に拡げ、気運の盛り上げを目指す。 

 

活動の輪を拡げ、気運を盛り上げていくために 

報告 助言等 住
民
が
主
体
と
な
っ

た
推
進
母
体
の
設
立 

県
民
運
動
ま
で
の

気
運
の
盛
り
上
げ 

住民の取組意欲を高めるために 
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環境こだわり農業支援事業 

 

     ５９５，１６６千円（うち県費 191,964 千円） 

（H27当初予算:592,561千円、うち県費191,575千円） 

第１ 趣旨 

○より安全で安心な農産物を消費者に供給するとともに、琵琶湖等の環境保全を図るため、環境こ

だわり農業を一層拡大する必要がある。 

○環境こだわり農業推進基本計画に掲げる｢水稲における環境こだわり農産物栽培面積の割合

50％｣等の達成に向けて推進を図る。 

○農薬および化学肥料の半減に加えて、地球温暖化防止や生物多様性保全等に効果の高い取組に対

して支援する。 

 

第２ 事業内容 

１．環境保全型農業直接支払交付金      555,492 千円（国庫 370,328 千円、県費 185,164 千円） 

(H27:554,025 千円、うち県費 184,675 千円） 

国の日本型直接支払制度に基づき、農業者団体等が環境こだわり農業を実施した上で、さらに、

地球温暖化防止や生物多様性保全等に効果の高い営農活動に取り組む場合に、取組面積に応じて、

国、市町とともに一定の負担割合により支援を行う。 

営農活動の内容  ｶﾊﾞｰｸﾛｯﾌﾟの作付、有機農業、炭の投入、IPM+長期中干し+人手除草 ほか 

   （１）交付先   市町 

（２）支援内容  環境こだわり農業と組み合わせた営農活動への支援 

                      ・農家支援単価 ｶﾊﾞｰｸﾛｯﾌﾟの作付 80千円/ha 他、取組ごとに設定 

  ・面積 17,177ha 

（３）交付率   市町交付額の 3/4 以内（負担割合：国 1/2、県 1/4、市町 1/4） 
※地方負担分には国から地方財政措置(県 75％)が講じられる 

   （４）事業期間  平成 27年度～平成 31年度 

２．環境保全型農業直接支払市町推進交付金       15,176 千円（国庫）（H27:13,899 千円） 

市町が行う環境保全型農業直接支払交付金に関する推進指導および確認事務等に要する経費を

交付する。 

   （１）交付先   市町 

   （２）交付金額 定額 

      （３）事業期間 平成 27 年度～平成 31 年度 

３．新 環境こだわり農産物生産・流通促進事業              5,000 千円（県費） 

   環境こだわり農産物の生産・供給の拡大とともに、販売店舗の確保・充実を図る。 

   （１）実施主体 ①②農業協同組合等、③市町等 

   （２）事業内容 ①環境こだわり農産物の生産者組織育成 

           ②環境こだわり農産物の流通促進 

           ③環境こだわり農産物コーナーの設置 

   （３）補助率  1/2 以内、定額 

   （４）事業期間 平成 28 年度～平成 32 年度  

 ４．制度の円滑な実施に要する経費            17,698 千円（国庫）（H27:17,737 千円） 

     （１）環境こだわり農産物の残留農薬検査（2,268 千円） 

      （２）啓発資料等作成（1,419 千円） 

   （３）現地確認・生産記録審査等にかかる事務費（12,583 千円） 

  （４）温暖化防止等の環境保全効果の検証（1,428 千円） 

５．重 環境こだわり農業総合的調査                   1,800 千円（県費） 

  （１）実施主体 県（業務委託） 

  （２）事業内容 「世界農業遺産(GIAHS)」の認定に向けて環境こだわり農業について調査を

行う。 

①環境こだわり農業に関する農家等の意向等調査 

②環境こだわり農業による生物多様性への影響調査 

  （３）事業計画 平成 28年度 
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【平成 28 年度】 
環境こだわり農産物「流域まるごと」消費拡大事業 

 
（H28 予算額：5,192 千円） 

 
１ 現状および課題 

 
２ 事業内容 

 
 
琵琶湖・淀川流域（県内外）の消費者の環境こだわり農業に対する 
理解が深まり、環境こだわり農産物の消費が拡大 

(1) 琵琶湖・淀川流域の消費者への利用促進 4,000 千円 

①流域キャンペーンの実施 

実施主体：県（業務委託） 

対  象：県内外消費者 

事業内容：環境こだわり農産物を取り扱う流通事業者や販売店等と連携 

し、「より安全・安心で、琵琶湖にやさしい方法で生産された 

農産物」であることを強調し、利用の促進をＰＲする。 

②店頭ＰＲの実施 

実施主体：県（業務委託） 

対  象：県内外消費者 

事業内容：環境こだわり農産物を取り扱う県内外の販売店店頭において、 

ＰＲイベントを開催する。 

 

(2) こだわり滋賀ネットワーク負担金 500 千円 

実施主体：こだわり滋賀ネットワーク（民間団体） 
対  象：県内消費者 
事業内容：生産者と消費者の相互の信頼関係を構築する活動等に対する支援を行い、

環境こだわり農業をはじめとする県農業の理解促進、購買意欲の醸成を図

る。 
 
(3) 県が行うＰＲ活動等 692 千円 

実施主体：県             

対  象：県内外消費者 

事業内容：啓発資材の作成・提供等を行う。 

・環境こだわり農産物の栽培面積は増加傾向にあり、「環境こだわり米」については、京

阪神地域においても流通量が増加。 

・環境こだわり農産物の消費者へのＰＲとしては、これまで琵琶湖・淀川流域でのキャ

ンペーンやラジオ番組の放送、食や農に関心の高い団体との協働等により実施。 

・この結果、環境こだわり農産物の認知度は高まりつつある（県民の認知度 H26：43.5%） 

・今後、環境こだわり農産物の一層の生産拡大を図るため、琵琶湖・淀川流域（県内外）

の消費者に、本県の生産者の取組についての理解を深め、さらなる消費拡大につなげ

ることが必要。 

・また、こうしたＰＲの実施に当たっては、農薬使用量の少ない安全な農産物であるこ

と、そして美しい琵琶湖を守ろうとする生産者の思いや努力を強く訴えることが重要。 
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